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権
限
法
と
自
治
体
訴
訟
の
遂
行

（
１
）
権
限
法
の
意
義

自
治
体
が
当
事
者
と
な
る
訴
訟
に
つ
い
て
は
、
本

来
自
ら
の
職
員
を
指
定
代
理
人
と
し
た
り
、
弁
護
士

を
選
任
し
て
訴
訟
を
遂
行
し
ま
す
。
し
か
し
、
訴
訟

の
内
容
に
よ
っ
て
は
、
国
の
利
害
に
関
係
の
あ
る
訴

訟
に
つ
い
て
の
法
務
大
臣
の
権
限
等
に
関
す
る
法
律（

（
（

（
以
下
「
権
限
法
」
と
い
う
。）
に
基
づ
き
、
自
治
体

が
法
務
大
臣
に
対
し
て
訴
訟
内
容
に
つ
い
て
の
報
告

義
務
を
負
っ
た
り（

（
（

、
法
務
大
臣
に
訴
訟
遂
行
を
依
頼

で
き
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

ま
ず
、
法
務
大
臣
に
対
す
る
報
告
義
務
に
つ
い
て

で
す
。
行
政
事
件
訴
訟
法
第
11
条
第
１
項
な
ど
の
規

定
に
よ
る
自
治
体
を
被
告
と
す
る
第
１
号
法
定
受
託

事
務
に
関
す
る
訴
訟
又
は
自
治
体
の
行
政
庁
を
当
事

者
と
す
る
第
１
号
法
定
受
託
事
務
に
関
す
る
訴
訟
が

提
起
さ
れ
た
場
合
に
は
、
権
限
法
第
６
条
の
２
第
１

項
の
規
定
に
基
づ
き
法
務
局
訟
務
部
あ
る
い
は
地
方

法
務
局
訟
務
部
門（

（
（

を
通
じ
て
、
訴
訟
の
概
要
等
を
法

務
大
臣
に
報
告
す
る
義
務
が
あ
り
ま
す
。

【
国
の
利
害
に
関
係
の
あ
る
訴
訟
に
つ
い
て
の
法
務

大
臣
の
権
限
等
に
関
す
る
法
律
】

第
６
条
の
２　

行
政
事
件
訴
訟
法
第
11
条
第
１
項

（
同
法
第
38
条
第
１
項
（
同
法
第
43
条
第
２
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
又
は
同

法
第
43
条
第
１
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。）
の
規
定
に
よ
る
地
方
公
共
団
体
を
被

告
と
す
る
第
１
号
法
定
受
託
事
務
に
関
す
る
訴

訟
又
は
地
方
公
共
団
体
の
行
政
庁
を
当
事
者
と

す
る
第
１
号
法
定
受
託
事
務
に
関
す
る
訴
訟
が

提
起
さ
れ
た
と
き
は
、当
該
地
方
公
共
団
体
は
、

法
務
大
臣
に
対
し
、
直
ち
に
、
そ
の
旨
を
報
告

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
〜
５　

略

〜公共政策立案に必要な法的知識の修得を目指して〜

第56回

自治体職員のための政策法務入門

鹿児島大学教授
宇那木正寛

連
載

今
回
の
ポ
イ
ン
ト

自
治
体
で
は
、
事
務
執
行
に
伴
い
生
ず
る
様
々
な

訴
訟
や
審
査
請
求
へ
の
対
応
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

そ
こ
で
、
前
回
に
続
き
、
こ
う
し
た
対
応
に
必
要

と
な
る
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
考
え
て
み
た
い
と
思

い
ま
す
。

2

自治体争訟における
対応ポイント③
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こ
の
う
ち
、「
行
政
事
件
訴
訟
法
第
11
条
第
１
項

･･･

の
規
定
に
よ
る
地
方
公
共
団
体
を
被
告
と
す
る

第
１
号
法
定
受
託
事
務
に
関
す
る
訴
訟
」
と
は
、
例

え
ば
、
生
活
保
護
申
請
却
下
処
分
に
対
す
る
取
消
訴

訟
、
産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
設
置
許
可
取
消
処
分
に

対
す
る
取
消
訴
訟
な
ど
で
す
。
な
お
、
第
１
号
法
定

受
託
事
務
に
関
わ
る
も
の
で
あ
っ
て
も
国
家
賠
償
請

求
訴
訟
は
こ
れ
に
含
ま
れ
な
い
こ
と
は
言
う
ま
で
も

あ
り
ま
せ
ん
。
次
に
「
地
方
公
共
団
体
の
行
政
庁
を

当
事
者
と
す
る
第
１
号
法
定
受
託
事
務
に
関
す
る
訴

訟
」
と
は
、
例
え
ば
、
公
職
選
挙
法
に
定
め
の
あ
る

選
挙
の
効
力
を
争
う
こ
と
を
目
的
に
選
挙
管
理
委
員

会
を
被
告
と
し
て
争
う
よ
う
な
特
殊
な
訴
訟
で
す
。

【
公
職
選
挙
法
】

（
衆
議
院
議
員
又
は
参
議
院
議
員
の
当
選
の
効
力

に
関
す
る
訴
訟
）

第
２
０
８
条　

衆
議
院
議
員
又
は
参
議
院
議
員
の

選
挙
に
お
い
て
、
当
選
を
し
な
か
つ
た
者
（
衆

議
院
小
選
挙
区
選
出
議
員
の
選
挙
に
あ
つ
て
は

候
補
者
届
出
政
党
、
衆
議
院
比
例
代
表
選
出
議

員
の
選
挙
に
あ
つ
て
は
衆
議
院
名
簿
届
出
政
党

等
、
参
議
院
比
例
代
表
選
出
議
員
の
選
挙
に
あ

つ
て
は
参
議
院
名
簿
届
出
政
党
等
を
含
む
。）

で
当
選
の
効
力
に
関
し
不
服
が
あ
る
も
の
は
、

衆
議
院
（
小
選
挙
区
選
出
）
議
員
又
は
参
議
院

（
選
挙
区
選
出
）
議
員
の
選
挙
に
あ
つ
て
は
当

該
選
挙
に
関
す
る
事
務
を
管
理
す
る
都
道
府
県

の
選
挙
管
理
委
員
会
（
参
議
院
合
同
選
挙
区
選

挙
に
つ
い
て
は
、
当
該
選
挙
に
関
す
る
事
務
を

管
理
す
る
参
議
院
合
同
選
挙
区
選
挙
管
理
委
員

会
）
を
、
衆
議
院
（
比
例
代
表
選
出
）
議
員
又

は
参
議
院
（
比
例
代
表
選
出
）
議
員
の
選
挙
に

あ
つ
て
は
中
央
選
挙
管
理
会
を
被
告
と
し
、
第

１
０
１
条
第
２
項
、第
１
０
１
条
の
２
第
２
項
、

第
１
０
１
条
の
２
の
２
第
２
項
若
し
く
は
第

１
０
１
条
の
３
第
２
項
又
は
第
１
０
６
条
第
２

項
の
規
定
に
よ
る
告
示
の
日
か
ら
30
日
以
内

に
、
高
等
裁
判
所
に
訴
訟
を
提
起
す
る
こ
と
が

で
き
る
。
た
だ
し
、衆
議
院
（
比
例
代
表
選
出
）

議
員
の
選
挙
に
お
い
て
は
、
当
該
選
挙
と
同
時

に
行
わ
れ
た
衆
議
院
（
小
選
挙
区
選
出
）
議
員

の
選
挙
に
お
け
る
選
挙
又
は
当
選
の
効
力
に
関

す
る
事
由
を
理
由
と
し
、
当
選
の
効
力
に
関
す

る
訴
訟
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

２
・
３　

略

権
限
法
第
６
条
の
２
第
１
項
に
基
づ
く
報
告
を
受

け
て
、
法
務
大
臣
は
、
主
張
立
証
の
方
針
や
具
体
的

主
張
等
に
つ
い
て
、
助
言
・
勧
告
を
行
う
こ
と
が
で

き
ま
す
（
権
限
法
第
６
条
の
２
第
３
項
）。

【
国
の
利
害
に
関
係
の
あ
る
訴
訟
に
つ
い
て
の
法
務

大
臣
の
権
限
等
に
関
す
る
法
律
】

第
６
条
の
２　

１
・
２　

略

３　

地
方
公
共
団
体
を
当
事
者
と
し
又
は
地
方
公

共
団
体
の
行
政
庁
を
当
事
者
若
し
く
は
参
加
人

と
す
る
前
２
項
に
規
定
す
る
訴
訟
に
係
る
当
該

地
方
公
共
団
体
の
事
務
（
前
項
の
参
加
に
係
る

事
務
を
含
む
。）
に
つ
い
て
は
、
法
務
大
臣
は
、

当
該
地
方
公
共
団
体
に
対
し
、
助
言
、
勧
告
、

資
料
提
出
の
要
求
及
び
指
示
を
す
る
こ
と
が
で

き
る
。
た
だ
し
、
指
示
に
つ
い
て
は
、
法
務
大

臣
が
国
の
利
害
を
考
慮
し
て
必
要
が
あ
る
と
認

め
る
場
合
に
限
る
。

４
・
５　

略

ま
た
、
法
務
大
臣
は
、
自
治
体
の
長
と
協
議
の
上
、

所
部
の
職
員
を
指
定
代
理
人
に
選
任
し
て
、
訴
訟
を

行
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
ま
す
（
権
限
法
第
６
条
の
２

第
４
項
）。
さ
ら
に
、
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
法
務

大
臣
が
必
要
と
認
め
る
場
合
に
は
、
第
１
号
法
定
受

託
事
務
に
係
る
各
大
臣
の
所
部
の
職
員
で
法
務
大
臣

の
指
定
す
る
者
を
指
定
代
理
人
に
加
え
る
こ
と
も
で

き
ま
す
（
同
条
第
５
項
）。

【
国
の
利
害
に
関
係
の
あ
る
訴
訟
に
つ
い
て
の
法
務

大
臣
の
権
限
等
に
関
す
る
法
律
】

第
６
条
の
２　

１
〜
３　

略
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帰
趨
が
今
後
の
法
定
受
託
事
務
の
遂
行
に
大
き
な
影

響
を
及
ぼ
す
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
場
合
に
は
、
権
限

法
第
７
条
第
１
項
に
基
づ
き
法
務
大
臣
に
対
し
て
訴

訟
遂
行
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
こ
の
際
に
併

せ
て
そ
の
旨
を
総
務
大
臣
に
通
知
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
（
権
限
法
第
７
条
第
２
項
）。

訴
訟
遂
行
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
の
は
、
国
の

利
害
に
関
係
す
る
と
法
務
大
臣
が
判
断
し
た
事
件
で

す
。
第
１
号
法
定
自
治
事
務
に
係
る
取
消
訴
訟
は
も

ち
ろ
ん
で
す
が
国
家
賠
償
請
求
訴
訟
で
あ
っ
て
も
よ

い
の
で
す
。
手
続
的
に
は
、
法
務
大
臣
に
対
し
て
実

施
請
求
を
し
た
上
で
、
総
務
大
臣
へ
の
求
意
見
を
経

て
、
法
務
大
臣
が
判
断
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
（
権

限
法
第
７
条
第
１
項
、
第
３
項（

（
（

）。

【
国
の
利
害
に
関
係
の
あ
る
訴
訟
に
つ
い
て
の
法
務

大
臣
の
権
限
等
に
関
す
る
法
律
】

第
７
条　

地
方
公
共
団
体
、
独
立
行
政
法
人
そ
の

他
政
令
で
定
め
る
公
法
人
は
、
そ
の
事
務
に
関

す
る
訴
訟
に
つ
い
て
、
法
務
大
臣
に
そ
の
所
部

の
職
員
で
そ
の
指
定
す
る
も
の
に
当
該
訴
訟
を

行
わ
せ
る
こ
と
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

２　

地
方
公
共
団
体
が
そ
の
事
務
に
関
す
る
訴
訟

に
つ
い
て
前
項
の
請
求
を
す
る
と
き
は
、
併
せ

て
そ
の
旨
を
総
務
大
臣
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

3　

第
１
項
の
請
求
が
あ
つ
た
場
合
に
お
い
て
、

４　

法
務
大
臣
は
、
前
項
の
訴
訟
に
つ
い
て
、
国

の
利
害
を
考
慮
し
て
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と

き
は
、
同
項
の
地
方
公
共
団
体
の
長
に
協
議
し

て
、
所
部
の
職
員
で
そ
の
指
定
す
る
も
の
又
は

訴
訟
代
理
人
に
選
任
す
る
弁
護
士
に
そ
の
訴
訟

を
行
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

５　

法
務
大
臣
は
、
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
必

要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
同
項
の
地
方
公

共
団
体
の
長
及
び
当
該
地
方
公
共
団
体
が
処
理

す
る
第
１
号
法
定
受
託
事
務
に
係
る
各
大
臣

（
内
閣
府
設
置
法
（
平
成
11
年
法
律
第
89
号
）

第
４
条
第
３
項
若
し
く
は
デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法

（
令
和
３
年
法
律
第
36
号
）
第
４
条
第
２
項
に

規
定
す
る
事
務
を
分
担
管
理
す
る
大
臣
た
る
内

閣
総
理
大
臣
又
は
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
23

年
法
律
第
１
２
０
号
）
第
５
条
第
１
項
に
規
定

す
る
各
省
大
臣
を
い
う
。）
に
協
議
し
て
、
当

該
各
大
臣
の
所
部
の
職
員
で
法
務
大
臣
の
指
定

す
る
も
の
に
そ
の
訴
訟
を
行
わ
せ
る
こ
と
が
で

き
る
。
こ
の
場
合
に
は
、
指
定
さ
れ
た
者
は
、

そ
の
訴
訟
に
つ
い
て
は
、
法
務
大
臣
の
指
揮
を

受
け
る
も
の
と
す
る
。

な
お
、
権
限
法
第
６
条
の
２
第
１
項
に
基
づ
く
報

告
の
事
務
そ
の
も
の
も
第
１
号
法
定
受
託
事
務
と
さ

れ
て
い
ま
す
（
権
限
法
第
10
条
）。

【
国
の
利
害
に
関
係
の
あ
る
訴
訟
に
つ
い
て
の
法
務

大
臣
の
権
限
等
に
関
す
る
法
律
】

第
10
条　

こ
の
法
律
の
規
定
に
よ
り
地
方
公
共
団

体
が
処
理
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
務
の
う

ち
、
第
２
条
第
３
項
（
前
条
に
お
い
て
準
用
す

る
場
合
を
含
む
。）
に
規
定
す
る
職
員
に
係
る

も
の
並
び
に
第
6
条
の
２
第
１
項
及
び
第
２
項

（
前
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
の

規
定
に
よ
り
処
理
す
る
も
の
は
、
第
１
号
法
定

受
託
事
務
と
す
る
。              

以
上
が
権
限
法
第
６
条
の
２
の
趣
旨
な
の
で
す
が
、

法
定
受
託
事
務
と
い
え
ど
も
自
治
体
の
事
務
に
変
わ

り
は
な
い
の
で
、
当
該
自
治
体
の
訴
訟
遂
行
方
針
を

尊
重
し
、
現
実
に
は
同
法
第
６
条
の
２
第
３
項
に
定

め
る
よ
う
な
助
言
・
勧
告
が
行
わ
れ
た
り
、
法
務
大

臣
が
指
定
す
る
職
員
（
法
務
省
の
訟
務
検
事
や
訟
務

官
）
に
よ
る
訴
訟
遂
行
が
な
さ
れ
る
こ
と
は
、
ほ
と

ん
ど
あ
り
ま
せ
ん
。
ど
う
し
て
も
法
務
大
臣
の
有
す

る
訟
務
検
事
や
訟
務
官
と
い
っ
た
優
れ
た
人
的
資
源

を
活
用
し
て
訴
訟
を
遂
行
し
た
い
場
合
に
は
、
次
に

説
明
す
る
権
限
法
第
７
条
第
１
項
に
基
づ
い
て
法
務

大
臣
に
訴
訟
遂
行
を
積
極
的
に
求
め
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。

（
２
）
権
限
法
第
７
条
と
訴
訟
遂
行

訴
訟
当
事
者
と
な
っ
た
自
治
体
は
、
当
該
訴
訟
の
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法
務
大
臣
は
、
国
の
利
害
を
考
慮
し
て
必
要
が

あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
所
部
の
職
員
で
そ
の

指
定
す
る
も
の
に
そ
の
訴
訟
を
行
わ
せ
る
こ
と

が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
地
方
公
共

団
体
の
事
務
に
関
す
る
訴
訟
に
つ
い
て
は
、
法

務
大
臣
は
、
総
務
大
臣
の
意
見
を
求
め
る
も
の

と
す
る
。

4　

前
項
の
規
定
は
、
地
方
公
共
団
体
、
独
立
行

政
法
人
そ
の
他
の
公
法
人
が
弁
護
士
を
訴
訟
代

理
人
に
選
任
し
、
第
１
項
の
訴
訟
を
行
わ
せ
る

こ
と
を
妨
げ
な
い
。              

法
務
大
臣
が
権
限
法
第
７
条
事
件
と
し
て
対
応
す

る
場
合
に
は
、
高
い
訴
訟
遂
行
能
力
を
有
す
る
法
務

大
臣
が
指
定
す
る
職
員
と
協
力
し
て
訴
訟
を
遂
行
す

る
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
す
が
、
訴
訟
の
当
事
者
は

あ
く
ま
で
、
当
該
自
治
体
で
す
。
こ
の
た
め
、
実
務

で
は
、
答
弁
書
（
案
）
や
準
備
書
面
（
案
）
を
自
治

体
の
指
定
代
理
人
あ
る
い
は
自
治
体
が
選
任
す
る
訴

訟
代
理
人
た
る
弁
護
士
が
ま
ず
作
成
し
、
当
該
案
に

つ
い
て
、
訟
務
官
及
び
訟
務
検
事
ら
に
よ
る
確
認
・

修
正
な
ど
を
得
て
、
法
務
局
訟
務
部
の
訟
務
部
長
の

決
裁
が
行
わ
れ
、
そ
の
後
、
訟
務
官
を
通
じ
て
裁
判

所
へ
提
出
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、

各
期
日
へ
の
対
応
が
か
な
り
タ
イ
ト
な
日
程
を
覚
悟

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ど
の
よ
う
な
事
件
が
権
限
法
第
７
条
に
よ
り
法
務

大
臣
の
実
施
事
件
と
な
る
か
は
、
イ
メ
ー
ジ
が
持
て

な
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
そ
こ
で
、
実
際
に
筆
者
が

担
当
し
た
事
例
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。
そ
の
事
例

と
は
、
産
業
廃
棄
物
処
理
業
等
を
目
的
と
す
る
事
業

者
で
あ
る
原
告
が
、
訴
外
Ａ
と
の
間
で
産
業
廃
棄
物

た
る
「
汚
泥
」
の
運
搬
を
委
託
し
た
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
そ
の
旨
の
契
約
書
面
を
作
成
し
な
か
っ
た
こ
と

を
理
由
と
し
て
岡
山
市
長
が
原
告
に
対
し
て
行
っ
た

10
日
間
の
事
業
停
止
処
分
は
、
改
良
土
で
あ
る
土
砂

を
産
業
廃
棄
物
た
る
「
汚
泥
」
と
誤
認
す
る
な
ど
し

て
な
さ
れ
た
違
法
な
も
の
で
あ
る
と
し
て
、
そ
の
取

消
し
を
求
め
た
も
の
で
す（

（
（

。

こ
の
事
例
に
お
い
て
は
、
廃
棄
物
処
理
法
第
２
条

に
定
め
る
「
廃
棄
物
」
該
当
性
が
争
点
に
な
り
ま
し

た
。
産
業
廃
棄
物
た
る
「
汚
泥
」
に
つ
い
て
は
、
天

日
乾
燥
や
セ
メ
ン
ト
な
ど
を
用
い
て
、
乾
燥
さ
せ
た

も
の
を
有
価
物
で
あ
る
「
改
良
土
」
と
し
て
売
買
し
、

廃
棄
物
処
理
法
で
求
め
ら
れ
る
適
正
処
理
を
回
避
す

る
と
い
う
問
題
が
全
国
的
に
生
じ
て
い
ま
し
た
。
こ

う
し
た
点
を
踏
ま
え
、
裁
判
の
結
果
が
国
に
お
け
る

今
後
の
廃
棄
物
行
政
に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
と
し

て
、
廃
棄
物
処
理
法
を
所
管
と
す
る
環
境
省
と
も
協

議
の
上
権
限
法
第
７
条
に
基
づ
く
実
施
請
求
を
行

い
、
こ
れ
が
認
め
ら
れ
ま
し
た
。

な
お
、
原
告
の
事
業
者
は
、
10
日
間
の
業
務
停
止

処
分
に
よ
り
、
営
業
上
の
損
害
を
被
っ
た
と
し
て
、

国
家
賠
償
法
第
１
条
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
も
提

起
し
た
た
め
、
同
訴
訟
も
権
限
法
第
７
条
に
基
づ
く

実
施
請
求
を
行
っ
た
結
果
、
争
点
が
先
に
提
起
さ
れ

た
取
消
訴
訟
と
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
法
務
大
臣

の
実
施
事
件
と
な
り
ま
し
た（

（
（

。

注（
４
）
同
法
の
詳
細
な
逐
条
解
説
と
し
て
、
南
博
方
・
高

橋
滋
・
市
村
陽
典
・
山
本
隆
司
編
『
条
解　

行
政
事

件
訴
訟
法
〔
第
５
版
〕』（
弘
文
堂
、
２
０
２
３
年
）

１
０
６
３
頁
以
下
が
あ
る
。

（
５
）
報
告
制
度
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
法
務
省
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
「
法
定
受
託
事
務
に
関
す
る
訴
訟
の
報
告
制

度
」https://w

w
w

.m
oj.go.jp/shoum

u/

	
shoum

ukouhou/kanbou_shom
u_shom

u09-1.

htm
l

（
２
０
２
５
年
４
月
25
日
閲
覧
）
を
参
照
。

（
６
）
法
務
省
の
訟
務
組
織
に
つ
い
て
は
、
法
務
省
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
「
訟
務
の
組
織
」https://w

w
w

.m
oj.go.jp/

content/001322508.pdf

（
２
０
２
５
年
４
月
25
日
閲

覧
）
を
参
照
。

（
７
）
大
阪
高
判
昭
和
43
・
10
・
31
行
裁
例
集
19
巻
10
号

１
７
０
１
頁
は
、
次
の
と
お
り
、
自
治
体
か
ら
権
限

法
第
７
条
に
基
づ
く
請
求
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い

て
、
訴
訟
を
行
わ
せ
る
こ
と
の
必
要
の
有
無
に
つ
い

て
の
判
断
は
大
臣
の
自
由
な
裁
量
に
委
ね
ら
れ
て
い

る
と
す
る
。
す
な
わ
ち
、「
右
規
定
の
体
裁
お
よ
び
文

言
、
な
ら
び
に
行
為
の
性
質
か
ら
考
え
る
と
、
訴
訟

を
行
な
わ
せ
る
こ
と
の
必
要
の
有
無
に
つ
い
て
の
判

断
は
大
臣
の
自
由
な
裁
量
に
ゆ
だ
ね
ら
れ
て
い
る
と
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解
す
る
の
を
相
当
と
す
る
。
し
た
が
つ
て
、『
国
の
利

害
を
考
慮
し
て
』
と
あ
る
の
を
被
控
訴
人
ら
主
張
の

よ
う
に
狭
く
解
釈
し
て
、
国
と
地
方
公
共
団
体
等
と

の
間
に
そ
の
主
張
の
よ
う
な
直
接
の
利
害
関
係
が
存

し
な
い
限
り
、
法
務
大
臣
は
指
定
を
行
な
つ
て
は
な

ら
な
い
と
解
す
る
の
は
正
当
で
は
な
い･･･

被
控
訴

人
ら
は
、
法
務
大
臣
が
そ
の
所
部
の
職
員
を
し
て
本

件
訴
訟
を
な
さ
し
め
る
こ
と
は
、
国
が
地
方
自
治
お

よ
び
教
育
行
政
の
独
立
を
犯
す
こ
と
に
な
る
と
主
張

す
る
が
、
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
請
求
を
待
つ
て
訴

訟
代
理
人
を
指
定
す
る
の
で
あ
る
か
ら
、
法
務
大
臣

が
そ
の
指
定
す
る
者
を
し
て
訴
訟
を
行
な
わ
し
め
て

も
、
地
方
自
治
や
教
育
行
政
の
独
立
を
犯
す
こ
と
に

は
な
ら
な
い
。
被
控
訴
人
ら
は
、
い
わ
ゆ
る
国
の
指

定
代
理
人
が
訴
訟
を
行
う
と
き
は
、
い
た
ず
ら
に
国

費
を
使
用
し
て
訴
訟
を
遅
延
せ
し
め
、
被
控
訴
人
ら

を
事
実
上
圧
迫
す
る
こ
と
と
な
る
か
ら
、
憲
法
32
条

を
空
文
化
す
る
も
の
で
あ
る
と
主
張
す
る
が
、
国
の

指
定
代
理
人
が
訴
訟
の
完
結
を
必
ず
し
も
遅
延
せ
し

め
る
も
の
で
な
い
こ
と
は
、
日
ご
ろ
訴
訟
を
通
じ
一

般
に
経
験
す
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
被
控
訴
人
ら
の
右

主
張
は
当
た
ら
な
い
」
と
す
る
。

（
８
）
一
審
で
は
、
岡
山
市
長
の
処
分
が
適
法
と
さ
れ
た

（
岡
山
地
判
平
成
14
・
10
・
１
判
自
２
６
４
号
77
頁
）

が
、
控
訴
審
で
は
、
処
分
が
違
法
で
あ
る
と
さ
れ
た

（
広
島
高
判
平
成
16
・
7
・
22
判
自
２
６
４
号
60
頁
）。

（
９
）
一
審
で
、
事
業
者
の
請
求
が
一
部
認
め
ら
れ
て
い

る
（
岡
山
地
判
平
成
18
・
６
・
21
判
時
１
９
６
１
号

１
３
３
頁
）。

●第 80 号（2025 年 2 月発売）　定価　1,430 円（税込）

フリーコール（通話料無料）
受付時間：月～金 9時から17時

TEL：0120-953-431
FAX：0120-953-495 URL：https://gyosei.jpWeb

サイト商品に関するご照会・お申込は、  株式会社

・特集　単身高齢者支援と自治体
急増する単身高齢者の現状と課題
単身高齢者の居住支援
単身高齢者の社会的孤立と求められる支援
単身高齢者の金銭管理等の取扱い
公営住宅における単身高齢者の遺品整理

・CLOSE UP　先進・ユニーク条例
千葉県特定金属類取扱業の規制に関する条例
寒川町議会基本条例
山梨県物流基盤の強化に関する条例

・トピックス
「『ごみ屋敷』対策に関する調査＜調査結果に基づく通知＞」の概要
「高齢社会対策大綱」の概要について
「雇用の分野における女性活躍推進に関する検討会報告書」の解説


